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国内経済アップデート
6月調査日銀短観、大企業・製造業DIが予想外に改善
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2026年7月2日

景気の堅調さと根強いインフレ圧力を確認、日銀の利上げ路線を後押し
中東情勢の影響が注目された6月調査日銀短観（回答基準日：6月11日）では、大企業の業況判断DIが

製造業で22（3月調査：17）、非製造業で37（同：36）と、ともに改善しました。特に製造業について
は、原油価格の上昇による交易条件の悪化に加え、ホルムズ海峡の事実上の封鎖に伴う原材料の供給制約
を背景に、エネルギー・素材関連産業で生産面への影響が表面化していただけに、景況感の改善はポジ
ティブ・サプライズとなりました。これは、原油高や供給制約といった逆風を、AI・半導体を中心とする
デジタル分野の旺盛な需要が吸収したためと考えられます。この見方を裏付けるように、2026年度のソフ
トウェア・研究開発を含む設備投資額（除く土地投資額）の計画は全規模・全産業で前年度比+8.8%と過
去数年並みの伸びを維持しており、企業の前向きな投資スタンスが続いていることがうかがえます。

物価面では販売価格判断DIが、業種や企業規模を問わず大きく上昇しており、企業による積極的な価格
設定行動が続いていることが確認できます。このような中、企業の物価見通し（全規模・全産業、前年
比）は3月調査から上方修正され、1年後・3年後・5年後のいずれも2％台半ばと、2%の物価安定目標を
上回る水準で推移しています。日銀も基調的な物価上昇率が2％を上振れるリスクを指摘しており、企業
の物価見通しはこうした懸念を裏付けるものと言えます。総じて今回の日銀短観は、国内景気の堅調さと
根強いインフレ圧力を示すものであり、日銀の利上げ路線を正当化する内容だったと評価できるでしょう。
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